
別添仕様書 

 

 

 

令和６・７年度基町相生通地区第一種市街地再開発事業における権利者等調整等業務 

仕様書 

 

 

 

１．業務の担当課及び留意事項 

 （１）業務の担当課（成果品提出先）は、以下のとおりとする。 

関連業務名 権利者等調整等業務 備考 

担当課 中国まちづくり支援事務所広島都心部再生課  

 （２）業務の履行に際し、必要な機構資料は、契約時に貸与する。なお、契約時に貸与できないものに

ついては、業務発生時期に貸与する。 

 （３）貸与した資料は、一般に公表されているものを除き、機構事務所外への持出しは禁止する。 

    ただし、指示者の許可を得たものは、持ち出しできるものとする。 

 （４）本仕様書に記載のない様式については、貸与資料等に添付されている様式を使用する。 

 （５）機構が別に定める各様式については、受託者の応諾の範囲で変更できるものとする。 

（６）委託者及び受託者は、業務委託契約書の頭書第４項に規定する業務委託料の金額にかかわらず、

各年度の履行期間（４月から３月）の業務委託料は、国土交通省から公表される各年度「設計業

務委託等技術者単価」の前年度比をふまえ改定するものとする。 

改定は直接人件費単価を対象とし、落札率を乗じて算定する。 

 

 

２．履行期間 

令和６年４月１日～令和８年３月 31 日 

 

 

３．業務の内容  

  基町相生通地区第一種市街地再開発事業（別添参照）の円滑な推進に資する次の業務を行う。 

 （１）地権者等との調整に係る資料作成等業務 

  １）地権者との地権者会議等（地権者会議・地権者実務者会議）の資料作成等 

・地権者会議等開催が決定した際、貸与資料を基に会議資料（発生時に様式提示）を作成する。 

・地権者会議等の会場の設営等の事前準備を行う。 

・地権者会議等を聴取し、会議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ２）地権者等の個別説明及び個別相談の対応に係る資料作成等 

・地権者等からの個別相談等により、再開発事業の計画・手続き等、補償内容及び権利変換計画

等、その他税務等に関する事項等について、地権者等に対しての個別説明が発生した際、貸与

資料を基に説明資料（発生時に様式提示）を作成する。 

・地権者等に対しての個別説明に同行し、地権者等と機構職員のやり取りを聴取したうえ、説明

録（発生時に様式提示）を作成・保管する。また、当該内容について機構に報告を行うものと

する。 
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・地権者等から個別相談があった際、当該個別相談内容が機構との間で確認が既になされてい

る事項であった場合は、即答も可とし、相談対応後、対応募（発生時に様式提示）を作成・保

管する。また、当該対応を速やかに機構に報告する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ３）管理運営計画・管理規約等検討会の資料作成等 

・従後の再開発ビルの管理運営計画を策定するための地権者検討会開催が決定した際、貸与資

料を基に検討会用資料（発生時に様式提示）を作成する。 

・検討会の会場の設営等の事前準備を行う。 

・検討会を聴取し、会議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ４）地元（町会・自治会を含む）への事業等説明（以下「地元説明」）の資料作成等 

    ・地元説明が発生した際、貸与資料を基に説明用資料（任意様式）を作成する。 

    ・地元説明の会場の手配・設営等の事前準備を行う。 

    ・地元説明を聴取し、会議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ５）地権者等、共同施行者並びに公共団体等との約定締結に係る資料作成等 

・地権者等、共同施行者並びに公共団体等と機構との間で本事業に係る約定を締結する際の協

議に際し、貸与資料を基に協議資料（発生時に様式提示）を作成する。 

・地権者等、共同施行者並びに公共団体等との協議を聴取し、その協議録（発生時に様式提示）

を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ６）公示送達に関する資料作成等 

・法令等に基づく公示送達の必要が発生した際、機構の定める作成要領に基づき実施スケジュ

ール及び行政、官報への告示依頼及び地区内掲示の資料（発生時に様式提示）を作成し、その

依頼並びに掲示を行う。 

・資料を地区内に掲示する際には、地区内において適当な場所を選定し機構に連絡のうえ、掲示

が可能となるように掲示板設置等の事前準備を行う。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

 （２）共同施行者及び関係機関との協議調整等に係る資料作成等業務 

  １）共同施行者との施行者会議の資料作成等 

    ・施行者会議開催が決定した際、貸与資料を基に会議資料（発生時に様式提示）を作成する。 

    ・施行者会議の会場の設営等の事前準備を行う。 

    ・施行者会議を聴取し、会議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

２）共同施行者等（共同施行者、設計事業者、工事受注者等）との調整会議資料作成等 

・設計、工事、管理運営等に係る共同施行者等との協議・調整ための会議開催が決定した際には、

貸与資料を基に会議資料（発生時に様式提示）を作成する。 

・調整会議の会場の設営等の事前準備を行う。 

・共同施行者等との会議を聴取のうえ、会議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 
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  ３）公共団体等関係機関との協議・確認及び会議資料作成等 

・当業務を遂行するに当たり関係機関への協議・確認が必要な場合は、貸与資料を基に協議資料

（発生時に様式提示）を作成する。 

・関係機関との協議を聴取し、その協議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

※関係機関とは、国、都道府県、市町村、警察、消防、電気・上下水道・ガス・電話事業者等の

インフラ企業者、その他交通管理者等を含む。 

４）電線類の地中化及び歩道整備に係る協議・確認及び資料作成等 

  ・電線類の地中化及び歩道整備にあたり、公共団体及び共同施行者、その他インフラ企業者等と

の協議・確認に必要な資料（発生時に様式提示）について、貸与資料を基に資料を作成する。 

  ・公共団体及び共同施行者等との協議を聴取し、その協議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

（３）事業計画変更認可に係る資料作成等業務 

  １）事業計画変更認可申請に係る資料作成等 

   ・事業計画変更認可の申請の際に、貸与資料を基に、施行規定・事業計画書等の申請書類一式

（発生時に様式提示）の作成・とりまとめを行う。 

   ・公共施設管理者等との協議に係る資料（発生時に様式提示）を作成する。 

   ・公共施設管理者等との協議を聴取し、その協議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ２）事業計画変更内容の掲示等 

・事業計画が変更認可された際には、貸与資料を基に、施行地区内の適当な場所に、事業計画変

更内容を掲示する。 

・地権者等に認可された事業計画変更を周知する説明用資料（発生時に様式提示）を、貸与資料

を基に作成する。 

・地権者等への説明にあたり、会場の手配・設営等の事前準備を行う。 

・地権者等への説明を聴取し、その説明録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

３）審査委員会運営等 

・審査委員会開催が決定した際、貸与資料を基に会議資料（発生時に様式提示）の作成を行う。 

・審査委員会開催場所を手配し、開催通知書の作成及び発送、会場設営等の事前準備等を行う。 

・審査委員会を聴取し、その会議録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

（４）権利変換計画変更認可に係る資料作成等業務 

  １）権利変換計画変更認可申請に係る資料作成等 

・権利変換計画変更認可の申請の際に、貸与資料を基に、機構が定める所定の様式に従い、権利

変換計画変更に係る資料（発生時に様式提示）を作成する。 

・権利変換計画変更(案)を地権者等に説明することが決定した際には、貸与資料を基に、地権者

等説明用資料（発生時に様式提示）を作成する。 

・地権者等への説明にあたり、会場の手配・設営等の事前準備を行う。 

- 3 -



別添仕様書 

 

 

・地権者等への説明を聴取し、会議録（発生時に様式提示）を作成する。 

・権利変換計画変更（案）に係る個別協議が開催された際には、個別協議を聴取し、その協議録

（発生時に様式提示）を作成・保管する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ２）権利変換計画変更認可に係る資料作成等 

・権利変換計画が変更認可された際には、地権者等への通知書（発生時に様式提示）を作成し、

通知するとともに、その写しを保管する。また、登記所への通知書を作成し、通知する。 

・権利変換計画の変更が公告がされた際には、貸与資料を基に、地区内の適当な場所に公告の内

容を記した掲示を作成し、10 日間掲示する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  

（５）資金計画等管理等業務 

  １）各種計画（事業計画、資金計画、原価管理、事業スケジュール等）の管理及び事業進捗に伴う修

正資料作成等 

・事業進捗に応じて再開発事業の各種計画の管理を行い、公共団体等関係機関及び地権者等、共

同施行者等（以下「関係者」という。）との調整を踏まえ、各種計画の検討が発生した場合に

は、機構の指示に従って各種計画案の修正を行い、機構の定める所定の様式（発生時に様式提

示）に従い資料を作成する。 

・地権者等及び共同施行者等から税務・法務等に係る相談があった際に、適切な回答作成に必要

な助言や情報提供等を行う。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

２）補助金等に関する資料作成等 

・補助金、公共施設管理者負担金等の交付申請が発生した際には、貸与資料を基に交付要綱に定

める資料を作成する。 

・補助対象業務等が完了した際には、貸与資料を基に完了報告資料（発生時に様式提示）を作成

する。 

・各要望等が発生した際には、貸与資料を基に、補助金に係る概算要望、確定要望に関する資料

（発生時に様式提示）の作成を行う。 

・補助対象業務等が検査等の対象となった際には、貸与資料を基に、機構の定める所定の様式

（発生時に様式提示）に従い資料作成等の対応を行う。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ３）その他関連資料等の作成 

・本業務に関連し資料の作成が必要となった際は、別途指示に基づき、資料を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

 （６）その他業務 

  １）各種証明書等に関する受付・発行等 

・事業に関して各種証明書等の交付依頼が発生した際、所定様式（発生時に様式提示）に従いこ

れを受付け、内容を確認し、必要書類（発生時に様式提示）を交付し、受付・交付記録（発生

時に様式提示）を記載のうえ、受付順に保管する。また、その写し（交付書類を含む）を保管

する。 
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※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ２）情報提供（開示）に関する受付・発行等 

・再開発事業関連資料に関する開示請求が発生した際、機構の定める対応マニュアル（発生時に

様式提示）に基づきこれを受付け、内容を確認し、必要書類を交付し、受付・交付記録（発生

時に様式提示）を記載のうえ、受付順に保管する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ３）本再開発事業の PR に係る基礎資料作成等 

・事業進捗状況、今後の事業予定について対外的な PR（任意様式）が決定した際、貸与資料を

基に基礎資料案を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ４）現地案内等業務 

・工事期間中の現地や竣工後の建物等に係る案内等の依頼があった際に、職員と協力して対応

し、案内等した結果を説明録（発生時に様式提示）に記録する。 

※当業務の対応階数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

  ５）施設建築物の竣工、引渡しに係る資料作成等業務 

・施設建築物が竣工し、権利床取得者や保留床取得者への引渡しが決定した際には、貸与資料を

基に、引渡しに係る資料（発生時に様式提示）を作成し、物件の概要等について説明するとと

もに、説明録（発生時に様式提示）を作成・保管する。 

・管理組合への引渡しに係る資料（発生時に様式提示）を作成し、引渡し物件について説明する

とともに、説明録（発生時に様式提示）を作成する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

６）事業進捗に係るイベント等運営補助 

・起工式等の式典や、地元まちづくり組織等と連携したイベント等の開催が決定した際、貸与資

料を基に、資料（発生時に様式提示）を作成する。 

・イベント等の会場の手配、開催通知書の作成及び発送、会場説明等の事前準備等を補助する。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

７）個別案件（権利者、補償物件、事業スキーム・計画等）に係る問題点の整理及び基礎資料の作成

業務 

・特に難航が想定される個別案件（権利者、補償物件、事業スキーム・計画等）が発生もしくは

発生が予見される際に、当該案件の解決に向け、問題点の把握と処理方針案等について、問題

点整理資料（任意資料）の作成を行う。 

※当業務の対応回数・対応場所等については、別紙１のとおりとする。 

 

 

４．業務の実施 

   委託業務責任者は、契約締結後速やかに、業務配員計画書（別紙３）を作成し、委託業務指示者に

提出し確認を得なければならない。 

 

５．成果品等 

   本業務の成果品等については、別紙２のとおりとする。 

 

- 5 -



別添仕様書 

 

 

６．再委託について 

 （１）再委託は原則認めない。ただし、業務委託契約書（案）第７条第２項の規定に基づき、書面によ

り委託者の承諾を得たときは、この限りでない。 

 （２）前項に関わらず、受託者は、コピー、文書作成、印刷、製本、計算処理、資料整理、作図などの

簡易な業務については、再委託を行うことができるものとし、この場合において、前項但し書き

に規定する書面による委託者の承諾は不要とする。 

 （３）(1)のただし書きに基づき、再委託する場合は、次に掲げる要件を満たさなければならない。 

   ① 再委託の相手方が、入札説明書４(A)(1)、(2)、(3)に掲げる要件を満たしていること。 

   ② 受託者と再委託の相手方との契約を書面により明確にしておくとともに、再委託の相手方に対

して適切な指導、管理の下に業務を実施させること。 

 

７．暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

（１）業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不当介入」という。）を

受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通

報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 

（２）（１）により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内

容を記載した文書により発注者に報告すること。 

（３）暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、

発注者と協議を行うこと。 

 

８．業務環境の改善 

   本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウィークリースタンスを考慮するものと

する。 

   ウィークリースタンスの実施にあたっては、ウィークリースタンス実施要領に基づき、委託者と

確認・調整した内容について取り組むものとする。 

 

９．重要な情報及び個人情報の取り扱いについて 

本契約と同時に、「重要な情報及び個人情報の保護に関する特約条項」を締結すること。 

重要な情報及び個人情報の保護に関する特約条項第２条に定める重要な情報等（以下「重要な情

報等」という。）の保管場所、取扱場所及び取扱場所から持ち出す場合等の手続き等については、下

記のとおりとする。 

（１）保管場所は受託者の事務所内とし、施錠できる場所に保管する。 

（２）取扱場所は受託者の事務所内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し施錠する。 

（３）次に該当する行為を行おうとするときは、重要な情報等取扱記録台帳に記録し、委託業務責任者

を通じて委託業務指示者の承諾を得るものとする。 

①  重要な情報等を定められた取扱場所から持ち出すとき。（郵送及び電子メールによる送信等も

含む。） 

②  重要な情報等を複製するとき。 

③  重要な情報等の複製を交付するとき。 

以 上  
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仕様書別紙１ 

各業務における対応回数・対応場所など 

（１）地権者等との調整に係る資料作成等業務 
１）地権者との地権者会議等の資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者 ２回以上/月 
機構事務所会議室
又は地権者等が指
定する会議室 

20 名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
２）地権者等の個別説明及び個別相談の対応に係る資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者等 １回以上/月 

機構事務所会議室
又は地権者等が指
定する場所（地権者
等の事務所等） 

20 名/回 

平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
 ３）管理運営計画・管理規約等検討会の資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者 １回以上/月 
機構事務所会議室
又は地権者が指定
する会議室 

20 名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
４）地元（町会・自治会を含む）への事業等説明の資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

町会・自治会 
（説明会含む） 

６回以上/年 

機構事務所会議室
又は近隣会議室、町
会・自治会が指定す
る場所 

５名/回 
(説明会:20 名/回) 

平日勤務時間帯又
は平日夜間※19 時
～21 時程度 
（２時間程度） 

 
５）地権者等、共同施行者並びに公共団体等との約定締結に係る資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者等 
共同施行者 
公共団体等 

６回以上/年 
機構事務所会議室
又は打合せ先が指
定する会議室 

20 名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
６）公示送達に関する資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

機構 
公共団体 

６回以上/年 機構事務所 ３名/回 
平日勤務時間帯 
（１時間程度） 

 
 
 
（２）共同施行者及び関係機関との協議調整等に係る資料作成等業務 

１）共同施行者との施行者会議の資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

共同施行者 ２回以上/月 
機構事務所会議室
又は共同施行者が
指定する会議室 

20 名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
 ２）共同施行者等との調整会議資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

共同施行者等 ４回以上/月 
機構事務所会議室
又は共同施行者等
が指定する会議室 

20 名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 
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 ３）公共団体等関係機関との協議・確認及び会議資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

公共団体等 
関係機関 

１回以上/月 
機構事務所会議室
又は近隣会議室 

10 名/回 
平日勤務時間帯 
（１時間程度） 

 
４）電線類の地中化及び歩道整備に係る協議・確認及び資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

公共団体等 
関係機関 

２回以上/月 
機構事務所会議室
又は市役所会議室 

10 名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
 
 
（３）事業計画変更認可に係る資料作成等業務 

１）事業計画変更認可申請に係る資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

施行者 
認可権者等 

１回以上/年 
 

機構事務所又は市
役所会議室 

２～５名/回 
平日勤務時間帯 
（４時間程度） 

 
２）事業計画変更内容の掲示等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

認可権者等 
町会・自治会 

１回以上/年 
機構事務所会議室
又は近隣会議室 

10 名/回 

平日勤務時間帯又
は平日夜間※19 時
～21 時程度 
（１時間程度） 

 
３）審査委員会運営等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

審査委員会 
１回以上/年 

 
機構事務所会議室
又は市役所会議室 

３名/回 
平日勤務時間帯 
（１時間程度） 

 
 
 
（４）権利変換計画変更認可に係る資料作成等業務 

１）権利変換計画変更認可申請に係る資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

機構関連部署 １回以上/年 機構事務所 ５名/回 
平日勤務時間帯 
（４時間程度） 

 
２）権利変換計画変更認可に係る資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

機構関連部署 １回以上/年 機構事務所 ５名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
 
 
（５）資金計画等管理等業務 
 １）各種計画の管理及び事業進捗に伴う修正資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者 
共同施行者 

１回以上/月 
機構事務所又は地
権者等が指定する

場所 
５名/回 

平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
 ２）補助金等に関する資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者・共同施行
者・公共団体等関

係機関 
１回以上/月 

機構事務所又は地
権者等が指定する

場所 
５名/回 

平日勤務時間帯 
（２時間程度） 
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 ３）その他関連資料等の作成 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者等・共同施
行者等・公共団体

等関係機関 
２回以上/月 

機構事務所又は地
権者等が指定する

場所 
５名/回 

平日勤務時間帯 
（１時間程度） 

 
 
 
（６）その他業務 
 １）各種証明書等に関する受付・発行等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

業務受注者等 ３回以上/年 機構事務所 ５名/回 
平日勤務時間帯 
（１時間程度） 

 
 ２）情報提供（開示）に関する受付・発行等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

機構関連部署 
情報請求者 

３回以上/年 機構事務所 ５名/回 
平日勤務時間帯 
（１時間程度） 

 
 ３）本再開発事業の PR に係る基礎資料作成等 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者等・共同施
行者等・公共団体

等関係機関 
１回以上/月 

機構事務所又は地
権者等が指定する

場所 
５名/回 

平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 

４）現地案内等業務 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者等・共同施
行者等・公共団体

等関係機関 
３回以上/年 

機構事務所又は機
構が指定する場所 

５名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 

 ５）施設建築物の竣工、引渡しに係る資料作成等業務 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者等・共同施
行者等・公共団体

等関係機関 
１回以上/年 

機構事務所又は機
構が指定する場所 

５名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 

６）事業進捗に係るイベント等運営補助 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者等・共同施
行者等・公共団体

等関係機関 
３回以上/年 

機構事務所又は機
構が指定する場所 

５名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 

７）個別案件(権利者,補償物件,事業スキーム・計画等)に係る問題点の整理及び基礎資料の作成業務 

打合せ先 回数 場所 打合せ規模 時間帯 

地権者等・共同施
行者等・公共団体

等関係機関 
３回以上/年 

機構事務所又は機
構が指定する場所 

５名/回 
平日勤務時間帯 
（２時間程度） 

 
  

- 9 -



別添仕様書 

 

 

仕様書別紙２ 

成果品について 

 

成果品等  

①成果品提出については以下のとおりとする。なお、履行期間終了時までに提出することとする。 

                             

業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

（１）地権者等との調
整に係る資料作成等
業務 

１）地権者との地権者会議等の資
料作成等 

会議資料 

調書 
電子ﾃﾞｰﾀ 

会議録 

２）地権者等の個別説明及び個別
相談の対応に係る資料作成等 

説明資料 
対応募 
説明録 

３）管理運営計画・管理規約等検
討会の資料作成等 

検討会用資料 
会議録 

４）地元（町会・自治会を含む）
への事業等説明の資料作成等 

地権者検討会用資料 
会議録 

５）地権者等、共同施行者並びに
公共団体等との約定締結に係る資
料作成等 

協議資料 

協議録 

６）公示送達に関する資料作成等 公示送達関連資料 

 

業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

（２）共同施行者及び
関係機関との協議調
整等に係る資料作成
等業務 

１）共同施行者との施行者会議の
資料作成等 

会議資料 

調書 
電子ﾃﾞｰﾀ 

会議録 
２）共同施行者等との調整会議資
料作成等 

会議資料 
会議録 

３）公共団体等関係機関との協議・
確認会議資料作成等 

協議資料 
協議録 

４）電線類の地中化及び歩道整備
に係る協議・確認及び資料作成等 

協議・確認資料 
協議録 

 

業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

（３）事業計画変更認
可に係る資料作成等
業務 

１）事業計画変更認可申請に係る
資料作成等 

申請書類一式 

調書 
電子ﾃﾞｰﾀ 

協議資料 
協議録 

２）事業計画変更内容の掲示等 
掲示 
説明用資料 
説明録 

３）審査委員会運営等 
候補者選定基礎資料 
会議資料 
会議録 

 

業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

（４）権利変換計画変
更認可に係る基礎資
料作成等業務 

１）権利変換変更計画認可申請に
係る基礎資料作成等 

権利変換計画変更資料 

調書 
電子ﾃﾞｰﾀ 

説明会用資料 
会議録 
協議録 

２）権利変換計画変更認可に係る
基礎資料作成等 

権利変換変更認可申請書 
権利変換変更認可通知書 
掲示 現地設置 

 

業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

（５）資金計画等管理
等業務 

１）各種計画の管理及び事業進捗
に伴う修正資料作成等 

所定様式 
調書 
電子ﾃﾞｰﾀ 

修正資料 

２）補助金等に関する資料作成等 
交付申請図書 
完了報告資料 
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業務区分 業務の内容 成果品 納入方法 

（６）その他業務 

１）各種証明書等に関する受付・発
行等 

各帳票 
受付簿 

調書 
電子ﾃﾞｰﾀ 

２）情報提供（開示）に関する受付・
発行等 

各帳票 
受付簿 
交付簿 

３）本再開発事業の PR に係る基礎
資料作成等 

PR 資料案 

４）現地案内等業務 説明録 

５）施設建築物の竣工、引渡し
に係る資料作成等業務 

説明録 

６）事業進捗に係るイベント等
運営補助 

イベント等に係る資料 
説明録 

７）個別案件(権利者,補償物
件,事業スキーム・計画等)に係
る問題点の整理及び基礎資料
の作成業務 

問題点整理資料 

 
 
 
 
 

報告について  

②履行期間中は、毎月第４週金曜日に報告を行うこととする。 
 
 
 
 
 

※ 本業務の実施にあたり、指示者への報告または成果物においてデータにより納品する場合、 

ファイル形式は下記の通りとする。 

種別 ファイル形式 

調書、記録簿、連絡文書、報告書、集計（数

値）データ等 

Microsoft Word 

Microsoft Excel 

PDF ファイル 

画像ファイル JPEG 及び GIF、TIF 形式 

図面 Auto CAD2020 

 

   

概算・確定要望調書 
その他所定様式 

３）その他関連資料等の作成 所定様式 
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仕様書別紙３ 

業 務 配 員 計 画 書 

業務名称 令和６・７年度基町相生通地区第一種市街地再開発事業における権利者等調整等業務 

履行期間 令和６年４月１日～令和８年３月 31 日 

業務従事者 
     住所 

事務業務 氏名 

〒 

     住所 

     氏名 

〒 

 

【配員計画表】（単位：人） 

 
業務従事者 

令和６年 

4 5 6 7 8 9 10 

○○        

□□        

 
業務従事者 

令和６年 令和７年  
  年 間 計 11 12 1 2 3 

○○              人 

□□              人 

 
業務従事者 

令和７年 

4 5 6 7 8 9 10 

○○        

□□        

 
業務従事者 

令和７年 令和８年  
  年 間 計 11 12 1 2 3 

○○              人 

□□              人 

 

 
  ２か年 合計 

        人 

        人 
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仕様書別紙４ 

令和６・７年度基町相生通地区第一種市街地再開発事業における権利者等調整等業務

業務量 

   

  １．１年目の業務量（R6.4～R7.3） 

業務 業務量(人・日) 備考 

（１）地権者等との調整に係る資料作成等業務 59.25 人・日  

（２）共同施行者及び関係機関との協議調整等に係る資

料作成等業務 
37.50 人・日  

（３）事業計画認可に係る資料作成等業務 21.75 人・日  

（４）権利変換計画認可に係る基礎資料作成等業務 32.75 人・日  

（５）資金計画等管理等業務 69.00 人・日  

（６）その他業務 28.25 人・日  

 

 ２．２年目の業務量（R7.4～R8.3） 

業務 業務量(人・日) 備考 

（１）地権者等との調整に係る資料作成等業務 59.25 人・日  

（２）共同施行者及び関係機関との協議調整等に係る資

料作成等業務 
37.50 人・日  

（３）事業計画認可に係る資料作成等業務 21.75 人・日  

（４）権利変換計画認可に係る基礎資料作成等業務 32.75 人・日  

（５）資金計画等管理等業務 69.00 人・日  

（６）その他業務 28.25 人・日  
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仕様書別添 

 

計 画 概 要 （令和５年 11 月現在） 
 

 

１ 事業対象地区 

（1）地区面積：約 1.0ha 

（2）所在地：広島県広島市中区基町９番及び 13 番の各一部 

（3）敷地面積：約 0.8ha 

（4）用途地域等（現状）： 

【南側街区】商業地域 900％・80％、防火地域、広島駐車場整備地区、都心幹線道路沿道地区地

区計画（A地区）、都市再生特別地区（基町相生通地区） 

【北側街区】商業地域 400％・80％、防火地域、広島駐車場整備地区、都市再生特別地区（基町 

相生通地区） 

 

２ 事業の概要 

（1）事業手法 

都市再開発法に基づく第一種市街地再開発事業。 

（2）施行予定者 

代表施行者：独立行政法人都市再生機構 

共同施行者：株式会社朝日新聞社、株式会社朝日ビルディング、中国電力ネットワーク株式会社    

（3）事業予定名称 

基町相生通地区第一種市街地再開発事業 

（4）施行予定地区 

区域図のとおり。 

 

 

３ 計画上の条件 

（1）上位計画等 

既存の上位計画、都市計画、関連計画、条例、要綱等に留意すること。 

（2）前提とする都市計画上の条件 

① 公共施設等の整備 

市道中 1区 112 号線の西側歩道を新たに整備予定 

その他、再開発事業に合わせて、電線類地中化工事及び地中送電線工事を予定 

② 高度利用地区等の適用 

都市計画で都市再生特別地区に定める予定 

③ 地区計画 

現状から変更しない予定 

（3）施設建築物の用途構成（想定） 

    ■ 高層棟 ：事務所、ホテル、店舗、駐車場 等 

    ■ 変電所棟：変電所、駐車場 等 

    ■ 駐輪場棟：駐輪場 等 

（4）施設建築物のボリューム 

    ■ 高層棟 ：地下１階地上 31 階（高さ約 160ｍ） 

    ■ 変電所棟：地上５階（高さ約 30ｍ） 

    ■ 駐輪場棟：地下１階地上５階（高さ約 20ｍ） 

 

 

以 上  
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別添仕様書 

 

 

位置図 地区名 基町相生通地区（広島県広島市） 

 

区域図 地区名 基町相生通地区（広島県広島市） 

 

 

基町相生通地区 

出典：広島市地形図 

基町相生通地区 

出典：広島市地形図 
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